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 JSG ニュースレター 

<Tax> 

2024 年度の所得税申告及び納付期限を 

2025 年 6月 30日まで延長 

アメリカの相互関税への対応 

 

 

 

クライアント各位 

拝啓 時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。 

 

アメリカの相互関税政策が台湾経済に与える影響に対応するため、財政部は税務

調査徴収法第 10条の規定により、2025年 4月 17日付で、2024年度の営利事業

所得税及び個人総合所得税の申告及び納付期間を延長することを公告しました。 

企業及び国民の申告作業の負担や納税に係る資金圧力を軽減するため、申告・

納付期間は当初の 2025年 5月 1日～5月 31日（休日にあたるため 6月 2日まで

順延）から、5 月 1 日～6 月 30 日まで延長されます。公告内容は、以下のとおりで

す。 

項目 作業期間（期限） 

所得及び控除額資料の照会手続 2025年 4月 28日～6月 30日 

https://gazette.nat.gov.tw/egFront/detail.do?metaid=156660&log=detailLog
http://www2.deloitte.com/tw/tc.html
http://www2.deloitte.com/tw/tc.html


個人総合所得税電子申告時の添付資

料及び証明書の提出期限  

1. 2025年7月10日までに、国税局所

轄の分局・徴収所またはサービスセン

ターに持参または郵送して提出。 

または、 

2. 2025年7月10日までに、財政部の

電子申告サイトを通じてアップロード

して提出。  

営利事業所得税（営利事業及び教

育・文化・公益・慈善機関または団体）

の電子申告時の添付書類及び会計士

監査証明書 

 

1. 2025年7月31日までに、所在地の国

税局所轄の分局・徴収所・サービスセ

ンターに持参・郵送により提出。 

または、 

2. 2025年7月30日までに、財政部の電

子申告システムを通じてアップロードし

て提出。 

CFC に関する会計士による監査済み財

務諸表、または当該財務諸表を代替す

るその他の資料の提出にかかる期限延長

申請 

2025年12月31日まで提出期限を延長す

ることができる。 

 

営利事業所得税の解散申告・清算申

告及び特殊会計年度（週決算制）に

関し、規定による確定申告（解散申

告、清算申告）納付期間が 2025 年 5

月 1日から 5月 31日までの場合 

1. 申告及び納付期限は30日間延長さ

れる。 

2. CFCに関する会計士による監査済み

財務諸表、または当該財務諸表を

代替するその他の資料の提出期限

は、申告期限の翌日から起算して6

か月間延長申請が可能。 

個人総合所得税に関する 

各期の還付スケジュール 

各期の還付スケジュールに変更はなく、第

1回（2025年7月31日）の還付対象範

囲には、2025年6月30日までの電子申告

（税額試算結果についてオンライン回答

または音声電話回答を含む）、及び同

年5月12日までに戸籍所在地の国税局

所轄分局・徴収所またはサービスセンター

に対して、税額試算結果について書面回

答を行った案件が含まれる。 

 

勤業衆信の見解 

アメリカの相互関税政策が台湾経済に与える影響に対応するため、財政部は2024年

度の所得税確定申告に対してさまざまな措置を講じており、納税義務者は積極的な

活用が推奨されます。ポイントは、以下のとおりです。 

1. 営利事業所得税及び個人総合所得税の確定申告期間は、2025 年 5月 1

日から 6月 30 日までで、すべての納税義務者に適用されます。 

2. 納税義務者がアメリカの相互関税政策の影響を受け、2025 年 6月 30 日ま



でに税金を完納できない場合、財政部が発表した「アメリカの相互関税政策

の影響を受けた納税者の納税延期または分割納付申請に係る徴税機関審

査原則」に基づき、2025年 6月 30日までに確定申告を行い、国税局に対し

納税の延期または分割納付を申請することができます。 

3. 納税者が 2025 年 6 月 30 日までに申告及び納税を完了するか、申請に基

づき承認された延長または分割納付の期限内に納税を行った場合には、利

息、延滞金、申告過怠金などの追加負担は発生しません。また、会計士によ

る監査証明や青色申告書による営利事業所得税の申告について、法律上

認められている過去 10年間の繰越欠損控除優遇措置に影響はありません。 

4. 営利事業が産業創新条例第 10条、第 10 条の 1及び第 10条の 2 に基づ

いて投資控除を申請する場合、本来の規定では確定申告期限が申請期限

とされていましたが、財政部が確定申告期限を延長したことに伴い、申請期限

も同様に 2025 年 6月 30日まで延長されます。 
 

 
 

 

 
 

過去のニュースレターはこちら 

台湾 JSG のホームページはこちら 
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